
公立義務教育諸学校障害者会計年度任用職員等派遣要綱 

 

  （趣旨） 

第１条 この要綱は、県教育委員会が市町村の設置する小・中学校等に派遣する障害のある会計年度任用

職員（以下「障害者会計年度任用職員」という｡）及び当該障害者会計年度任用職員に対して職務上の

補助を行う会計年度任用職員（以下「就業補助員」という。）の取扱いに関して必要な事項を定めるも

のとする。 

 

  （派遣の条件） 

第２条  障害者会計年度任用職員又は就業補助員（以下「障害者会計年度任用職員等」という。）は、

次の各号のいずれかに該当する場合において、市町村教育委員会から当該職員の派遣要請があり、県教

育委員会がその必要を認める場合に予算の範囲内で派遣する。 

 (1)  小学校又は中学校において、教職員の負担軽減など学校運営等の改善を図るため、事務補助等を

行う障害者会計年度任用職員が必要と認められる場合 

 (2) 上記(1)により、障害者会計年度任用職員を配置するに当たり、当該職員に対して職務上の補助を

行う就業補助員が必要と認められる場合 

 

 （派遣の申請） 

第３条 市町村教育委員会は、前条の規定に基づき、障害者会計年度任用職員等の派遣を受けようとする

ときは、「障害者会計年度任用職員（就業補助員）派遣申請書（様式第１号）」に必要な書類を添付の

上、原則として派遣を希望する日の１４日前までに県教育委員会に申請するものとする。 

 

  （派遣の決定） 

第４条 県教育委員会は、前条の規定による申請を受理した場合、第２条に定める派遣の条件に該当す 

ると認められるときは、障害者会計年度任用職員等の派遣を決定し、その旨を「障害者会計年度任用職

員（就業補助員）派遣決定書（様式第２号）」により市町村教育委員会に通知するものとする。 

２ 県教育委員会は、前項の規定により障害者会計年度任用職員等の派遣の可否を決定する場合には、当

該職員の派遣期間、週当たりの勤務日数の調整を行うことができるものとする。 

 

 （任用） 

第５条 障害者会計年度任用職員等は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「地公法」とい

う。）第１６条各号及び平成１１年改正前の民法（明治２９年法律第８９号）の規定による準禁治産者

の宣告を受けている者（心神耗弱を原因とするものを除く。）に該当しない者のうちから、１会計年度

を超えない期間を任期として県教育委員会が任命する。 

２ 障害者会計年度任用職員等の派遣に当たっては、次に掲げる書類及び面接に基づき選考するものと

する。 

 (1) 履歴書                               

 (2) その他県教育委員会が指定する書類 

３ 障害者会計年度任用職員等の任免は、別表１の発令事由に対応する人事異動通知書の記載形式によ

り、様式第３号の人事異動通知書を本人に交付して行う。 

 

  （障害者会計年度任用職員等の任命） 

第６条 市町村教育委員会は、第４条の規定により派遣された障害者会計年度任用職員等を会計年度任

用職員に任命する。 



２  市町村教育委員会は、障害者会計年度任用職員等を当該市町村教育委員会の所管する小学校又は中

学校等に勤務することを命ずるものとする。 

３  障害者会計年度任用職員等の任免は、発令事由により様式第４号又は第５号の人事異動通知書を本

人に交付して行う。 

 

 （条件付採用） 

第７条 障害者会計年度任用職員等の採用は、全て条件付のものとし、その職において１月を勤務し、

その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。ただし、１月の勤務日数

が１５日に達しない者については、勤務日数が１５日に達する日まで条件付採用の期間を延長する。 

     

  （身分） 

第８条  障害者会計年度任用職員等は、県の会計年度任用職員のほか、派遣を受けた市町村の会計年度

任用職員の身分を併せ有するものとする。 

 

 （服務） 

第９条  障害者会計年度任用職員等の服務の監督は、市町村教育委員会が行う。 

２ 障害者会計年度任用職員等の服務は、地公法第３０条から第３８条までの規定及び当該市町村教育

委員会の定める学校職員に関する規定を適用するものとする。 

 

 （報酬等及び費用弁償） 

第１０条 障害者会計年度任用職員等の報酬等及び費用弁償は、県が負担するものとする。 

２  報酬は、会計年度任用職員の報酬等に関する条例（平成３１年埼玉県条例第６号。以下「条例」とい

う。）及び会計年度任用職員の報酬等に関する規則（平成３１年埼玉県規則第３２号。以下「規則」と

いう。）に基づき、月額で定める。  

３ 期末手当の算出に係る任期及び在職期間には、他の職（一般職の常勤職員及び会計年度任用職員を含

む。）において期末手当の算出の基礎となっているものは含めない。また、基準日前１か月以内におい

て障害者会計年度任用職員等を退職後、基準日までに別の会計年度任用職員となった場合であって、同

一会計年度内における合計した任期が６か月以上あるものにあっては、職員の給与に関する条例（昭和

２７年埼玉県条例第１９号）第１９条第１項後段による期末手当は支給しない。 

４ このほか、報酬等及び費用弁償の支給については、条例及び規則を適用する。 

 

 （勤務日、勤務時間及び週休日等） 

第１１条 障害者会計年度任用職員等の１週間当たりの勤務時間は次のとおりとし、勤務日、勤務時間及

び休憩時間は、当該職員が所属する学校長（以下「学校長」という。）が定めるものとする。 

 (1) 障害者会計年度任用職員 週５日以内 ３０時間又は２０時間 

 (2) 就業補助員 週５日以内 ３０時間又は２９時間 

２ 障害者会計年度任用職員等の週休日、休日は、学校職員との均衡を考慮し、学校長が定めるものとす

る。 

 

 （休暇） 

第１２条 障害者会計年度任用職員等の休暇は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第

２号）及び職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年人事委員会規則１３－１８。以下「勤務時

間規則」という。）に基づき、年次休暇、特別休暇及び組合休暇とする。 

２ 年次休暇は有給の休暇とし、特別休暇は有給又は無給の休暇とし、組合休暇は無給の休暇とする。 



 ３ 次の(1)又は(2)に示す日数の年次休暇を受けることができるものとする。 

  (1) １週間の勤務時間が２９時間以上の年次休暇の付与日数は、年度に応じて、別表２のとおりとす

る。 

  (2) １週間の勤務時間が２０時間の年次休暇の付与日数は、年度及び週所定勤務日数に応じて別表３

のとおりとする。 

４ 有給の特別休暇は、次のとおりとする。 

  ただし、(5)の休暇は、任用期間が継続して６月以上、かつ、６月１日から９月３０日までの期間の

いずれかの日に勤務する職員に限り、取得することができる。 

  (11)、(12)及び(13)の休暇は、６月以上の任期が定められているもの又は６月以上継続勤務してい

るものに限り、取得することができる。 

  (1) 公務災害又は通勤災害による病気休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第１号） 

    障害者会計年度任用職員等が公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤（労働者災害補償保

険法（以下「労働者災害補償法」という。）第７条第２項に規定する通勤をいう。）により負傷し、

若しくは疾病にかかった場合の休暇は、その療養に必要な期間とする。 

 (2)  出産休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第２号） 

   出産休暇は、出産予定日６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日から産後８週間

を経過する期間とする。ただし、職員から請求があった場合において、任命権者が特に必要と認め

るときは、出産予定日前の期間及び産後の期間を併せて２週間の範囲内の期間を加算した期間とす

る。 

 (3)  妊産婦の通院休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第３号） 

    妊産婦の通院休暇は、同号に定める範囲内で必要と認められる時間とする。 

 (4)  妊婦の通勤休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第４号） 

    妊婦の通勤休暇は、同号に定める範囲内で必要と認められる時間とする。  

 (5)  夏季休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第５号） 

 ア 夏季休暇は、次の(ｱ)又は(ｲ）に示す日数とする。 

  (ｱ) １週間の勤務時間が２９時間以上の夏季休暇の付与日数は、一の年の６月から９月までの期間

内における、４日の範囲内の期間（ただし、当該期間における勤務日数が４日に満たない障害者

会計年度任用職員等にあっては、その勤務する日数）とする。 

  (ｲ) １週間の勤務時間が２０時間の夏季休暇の付与日数は、一の年の６月から９月までの期間内に

おける、週所定勤務日数に応じて別表４に定める日数の範囲内の期間（ただし、当該期間におけ

る勤務日数が別表４に定める日数に満たない障害者会計年度任用職員等にあっては、その勤務す

る日数）とする。 

  イ 夏季休暇は、１日又は半日を単位とし、時間を単位とする夏季休暇は受けることができないもの

とする。半日を単位とする夏季休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間が７時間４５分とされ

ている場合において、休憩時間をはさんだ前後の勤務時間の差が４５分以内であって当該休憩時間

の前後のいずれか一方の勤務時間の全てを勤務しないときに使用できるものとする。 

 (6)  忌引休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第６号） 

   障害者会計年度任用職員等の親族が死亡した場合で、当該職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に

伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき、別表５の親族

の区分に応じ同表の日数欄に掲げる連続する日数（葬儀等のため遠隔の地に赴く場合にあっては、往

復に要する実日数を加えた日数）の範囲内の期間について忌引休暇を受けることができるものとす

る。 

 (7)  交通途絶休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第７号） 

   交通途絶休暇は、その都度必要と認める期間とする。 



 (8)  危険回避休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第８号） 

      危険回避休暇は、その都度必要と認められる期間とする。 

 (9)  現住居が滅失等した場合の休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第９号） 

    現住居が滅失等した場合の休暇は、連続する７日の範囲内の期間とする。 

 (10) 結婚休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第１０号） 

      結婚休暇は、連続する７日の範囲内の期間とする。 

 (11) 出生サポート休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第１１号） 

    出生サポート休暇は、１の年度において５日（「任命権者が委員会と協議して定める不妊治療」

は、体外受精及び顕微授精とし、この場合には１０日）の範囲内の期間とする。 

 (12) 出産補助休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第１２号） 

    出産補助休暇は、職員の妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間を経過する日まで

の期間内における２日の範囲内においてその都度必要と認められる期間とする。 

 (13) 男性職員の育児参加のための休暇（勤務時間規則第１９条の３第２項第１３号） 

      男性職員の育児参加のための休暇は、同号に定める期間内における５日の範囲内においてその都

度必要と認められる期間とする。 

５ 無給の特別休暇は、次のとおりとする。 

  ただし、(5)及び(6)の休暇は、６月以上の任期が定められているもの又は６月以上継続勤務してい

るものに限り、取得することができる。 

  (7)の休暇は、当該休暇の期間の初日から９３日を経過する日（以下この項において「９３日経過日」

という。）を超えて引き続き在職することが見込まれる場合に取得することができる（９３日経過日

から６月を経過するまでの間に、任期が満了し、かつ、引き続き採用されないことが明らかである場

合を除く。）。 

    (8)の休暇は、１日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上である勤務日があるものに限り、

取得することができる。 

 (1)  私傷病の病気休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第１号）  

   ４(1）以外の負傷又は疾病に係る療養のための休暇は、１の年度において連続して９０日を超えな

い期間とする。 

 (2)  妊産疾病休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第２号） 

   妊娠中の障害者会計年度任用職員等が母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に規定する保健指

導又は健康診査に基づく指導事項を守るため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合の休

暇は、必要と認められる期間とする。 

 (3)  妊娠障害休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第３号） 

    妊娠障害休暇は、次のア又はイに示す日数とする。 

  ア １週間の勤務時間が２９時間以上 １４日間の範囲内の期間 

  イ １週間の勤務時間が２０時間 週所定勤務日数に応じて別表６に定める日数の範囲内の期間 

 (4)  育児時間（勤務時間規則第１９条の３第３項第４号） 

   労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条に規定する生後満１年に達しない子を育てる場合

の育児時間は、１日２回各々３０分とする。 

 (5)  子の看護休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第５号） 

    小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下(5)において同じ。）を養育するシ

障害者会計年度任用職員等が、当該子の看護のため勤務しないことが相当であると認められる場合

の休暇は、１の年度において５日（小学校就学の始期に達するまでの子が二人以上の場合にあって

は、１０日）の範囲内の日又は時間とする。 

 (6)  短期介護休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第６号） 



    要介護家族（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、

父母、子、配偶者の父母及び勤務時間規則第１３条第１項各号に掲げる者であって負傷、疾病又は老

齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者をいう。以下同じ。）の介護等

のため勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇は、１の年度において５日（要介護家族

が二人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の日又は時間とする。 

 (7)  介護休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第７号） 

    要介護家族の介護をするため、要介護家族ごとに、３回を超えず、かつ、通算して９３日を超えな

い範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合の休暇は、指定期間内において必要と認められる期間とする。 

 (8)  介護時間（勤務時間規則第１９条の３第３項第８号） 

      要介護家族の介護をするため、要介護家族ごとに、連続する３年の期間（当該要介護家族に係る指

定期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であ

ると認められる場合の休暇は、当該連続する３年の期間内において１日につき２時間（当該障害者会

計年度任用職員等について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間が２時間

を下回る場合にあっては、当該減じた残りの時間）を超えない範囲内で必要と認められる時間とす

る。 

 (9)  生理休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第９号） 

    生理のため勤務が著しく困難な場合の休暇は、必要と認める日又は時間とする。   

 (10) ドナー休暇（勤務時間規則第１９条の３第３項第１０号） 

    勤務時間規則第１１条第１項第１４号に規定するドナー休暇は、必要と認められた日又は時間と

する。  

６ 組合休暇は、次のとおりとする。   

  任命権者の承認を得て登録された職員団体の業務に従事する場合（登録された職員団体の規約に定

める機関で勤務時間規則第１２条第１項で定める機関の構成員として当該機関の業務に従事する場合

及び登録された職員団体の加入する上部団体のこれらの機関に相当する機関の業務で当該職員団体の

業務と認められるものに従事する場合に限る。）の組合休暇は、１の年度について３０日の範囲内とす

る。 

 

 （職務専念義務免除） 

第１３条 障害者会計年度任用職員等の職務専念義務免除に関し、必要な事項は、当該市町村教育委員会

の定める学校職員の規定を適用するものとする。 

 

 （育児休業等） 

第１４条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年埼玉県条例第６号）の規定に基づき、育児休業及

び部分休業をすることができる。 

２ 部分休業により勤務しない場合には、減額して報酬を支給するものとする。  

   

  （退職） 

第１５条 障害者会計年度任用職員等は、任用期間の満了により退職するものとする。 

２ 任期の途中に辞職を申し出ることができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合は、任用期間中であっても会計年度任用職員の職を解くことが

できるものとする。 

 (1)  勤務成績が良好でない場合 

 (2)  心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合 



 (3)  前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

 (4)  職制の改廃又は予算の減少により、廃職又は過員を生じた場合 

 (5)  刑事事件に関し、起訴された場合 

 

 （分限及び懲戒の手続） 

第１６条 障害者会計年度任用職員等の分限及び懲戒は、第４条の規定により派遣を受けた市町村教育

委員会の報告を待って、県教育委員会が行うものとする。              

 

 （社会保険の適用） 

第１７条 障害者会計年度任用職員等の社会保険の適用については、健康保険法（大正１１年法律第７０

号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）、雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号）及び

地方公務員共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に定めるところによる。 

 

 （災害補償） 

第１８条 障害者会計年度任用職員等が公務等のため負傷し、病気にかかり、又は死亡した場合において

は、労働者災害補償法の定めるところにより補償するものとする。 

  

 （雑則） 

第１９条 この要綱に定めがなきものは、会計年度任用職員取扱要綱（令和２年３月３１日教総第１５１

１号）によるものとする。そのほか、障害者会計年度任用職員等の取扱いに関し必要な事項は別に定め

る。 

   附 則 

 １ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 ２ この要綱の施行日前に、公立義務教育諸学校障害者非常勤職員等派遣要綱（平成３１年４月１日

施行。以下「障害者非常勤派遣要綱」という。）に基づき任用された障害者非常勤職員又は就業補

助員（以下「障害者非常勤職員等」という。）であった者が、引き続き障害者会計年度任用職員等

に任用される場合には、障害者非常勤職員等の年次休暇としての年次休暇の残日数について、障害

者会計年度任用職員等の年次休暇として引き継ぐものとする。 

 ３ この要綱の施行前に、障害者非常勤派遣要綱に基づき任用された障害者非常勤職員等であった者

が、引き続き障害者会計年度任用職員等に任用される場合には、別表２及び別表３の年度の算定に

あたっては、障害者非常勤職員等の採用初年度からの年度を通算するものとする。 

  

   附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この要綱は、令和３年５月１１日から施行する。 

 

   附 則 

  この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  



 附 則 

  この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


